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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第120期

中間連結会計期間
第121期

中間連結会計期間
第120期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （千円） 14,306,580 14,383,987 29,217,874

経常利益 （千円） 2,996,181 2,752,262 5,442,844

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 2,074,869 1,424,013 3,125,199

中間包括利益又は包括利益 （千円） 3,047,566 2,683,408 4,372,683

純資産額 （千円） 33,575,753 34,263,230 32,466,222

総資産額 （千円） 43,853,663 44,249,282 42,040,322

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 114.41 80.89 173.81

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.4 76.1 75.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 855,255 1,983,382 2,395,100

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △276,504 △144,978 △2,973,355

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,182,491 △1,032,613 △4,076,074

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 14,857,798 12,107,442 10,834,410

 

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び前連

結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっており

ます。なお、2022年改正会計基準については第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）については第65-

２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、当中間連結会計期間に係る主

要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

 （1）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、不動産市況低迷により中国の景気に弱さがみられるものの、インフレ圧

力の鈍化等を背景に底堅く推移しました。一方で、金利や為替相場の変動、ウクライナ情勢や中東情勢等の地政学リ

スクの継続、米国大統領選挙後の政策がもたらす影響等により、先行き不透明な状況が続いています。

当社グループの主力となるポンプ事業を取り巻く環境は、主要顧客である化学業界において、中長期的な脱炭素化

に向けた設備投資需要は継続しているものの、中国経済の減速による大型プロジェクト減少等の動きが見られまし

た。

このような経済情勢の中、当中間連結会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

①財政状態

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は33,543百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,264百万円増加いたし

ました。これは主に現金及び預金が1,222百万円、棚卸資産が978百万円増加したことによるものであります。固定資

産は10,705百万円となり、前連結会計年度末に比べ55百万円減少いたしました。

この結果、総資産は、44,249百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,208百万円増加いたしました。

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は8,294百万円となり、前連結会計年度末に比べ632百万円増加いたしまし

た。これは主に関係会社整理損失引当金が314百万円、支払手形及び買掛金が303百万円増加したことによるものであ

ります。固定負債は1,691百万円となり、前連結会計年度末に比べ220百万円減少いたしました。

この結果、負債合計は、9,986百万円となり、前連結会計年度末に比べ411百万円増加いたしました。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は34,263百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,797百万円増加いた

しました。これは主に為替換算調整勘定が1,282百万円、利益剰余金が614百万円増加したことによるものでありま

す。

この結果、自己資本比率は76.1%（前連結会計年度末は75.8%）となりました。
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②経営成績

当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、14,383百万円（前年同期比0.5％増）となりました。利益面につ

きましては、主に粗利率の改善等により、営業利益は2,710百万円（同4.2％増）、為替差損114百万円発生等によ

り、経常利益は2,752百万円（同8.1％減）、当社連結子会社である平福電機製作所の事業停止決定に伴う関係会社整

理損404百万円発生等により、親会社株主に帰属する中間純利益は1,424百万円（同31.4％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（ポンプ事業）

ポンプ事業の売上は、中国及び米国のケミカル機器キャンドモータポンプや日本の半導体機器モータポンプの売

上が減少したものの、日本においてケミカル機器キャンドモータポンプの販売及びアフターサービスが堅調であっ

たことや、米国において原子力向け、韓国において太陽光発電向けの大型案件があったこと等から、前年同期並み

の水準を維持しました。

その結果、売上高は13,503百万円（前年同期比1.4％増）、連結売上高に占める割合は93.9％となりました。ま

た、営業利益は、売上高の増加や粗利率の改善等により、2,642百万円（同3.0％増）となりました。

（電子部品事業）

2024年12月末をもって事業を停止する電子部品事業は、同業他社への段階的な生産移管により売上高は767百万

円（前年同期比8.9％減）、連結売上高に占める割合は5.3％となりました。

一方、営業利益は、粗利率の改善、販売費及び一般管理費の減少等により、60百万円（同230.1％増）となりま

した。

（その他）

その他は、売上高は112百万円（前年同期比23.7％減）、連結売上高に占める割合は0.8％となりました。

また、営業利益は、売上高の減少や粗利率の悪化等により７百万円（同56.8％減）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動によるキャッシュ・フ

ロー144百万円及び財務活動によるキャッシュ・フロー1,032百万円の資金支出があったものの、営業活動による

キャッシュ・フロー1,983百万円の資金獲得により、前連結会計年度末に比べ1,273百万円増加し、12,107百万円とな

りました。

 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は、1,983百万円（前年同期は855百万円の獲得）となりました。これは、主として

税金等調整前中間純利益2,375百万円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は、144百万円（前年同期は276百万円の使用）となりました。これは、主として有形固

定資産の取得による支出480百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、1,032百万円（前年同期は1,182百万円の使用）となりました。これは、主とし

て配当金の支払による支出809百万円によるものであります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が定めている経営方針・経営戦略等につ

いて重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が優先的に対処すべき事業上及び財務上

の課題について重要な変更はありません。
 

(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、259百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 69,200,000

計 69,200,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,480,038 18,480,038
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 18,480,038 18,480,038 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 18,480,038 － 3,143,675 － 2,931,466
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(5) 【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

三菱電機モビリティ株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 2,286 12.98

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号

 
1,934 10.98

GOLDMAN,SACHS & CO.REG

（常任代理人　ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK,NY,USA

（東京都港区虎ノ門２丁目６番１号）
1,675 9.51

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

PLUMTREE COURT,25 SHOE LANE,LONDON

EC4A 4AU,U.K.

（東京都港区虎ノ門２丁目６番１号）

1,281 7.28

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番12号 614 3.49

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE NON

TREATY CLIENTS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14

5NT,UK

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

579 3.29

徳永　耕造 兵庫県たつの市 438 2.49

帝国電機取引先持株会 兵庫県たつの市新宮町平野60番地 427 2.43

刈田　耕太郎 兵庫県たつの市 413 2.35

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 410 2.33

計 － 10,061 57.14

（注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は801千株であり

ます。

なお、それらの内訳は、投資信託設定分792千株、年金信託設定分９千株となっております。

２．上記株式会社日本カストディ銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は397千株であります。

なお、それらの内訳は、投資信託設定分326千株、年金信託設定分71千株となっております。

３．株式会社日本カストディ銀行の所有株式数には、（信託口）、（信託口４）、（信託Ａ口）、（年金信託

口）、（年金特金口）の所有株式数を含めて表示しております。

４．2024年８月１日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書No.５）において、株式会社

ヴァレックス・パートナーズが2024年７月25日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として2024年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

株式会社ヴァレックス・パートナー

ズ

東京都中央区日本橋茅場町一丁目

６番17号
3,039 16.45
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 870,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,597,900 175,979 －

単元未満株式 普通株式 11,338 － －

発行済株式総数  18,480,038 － －

総株主の議決権  － 175,979 －

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱帝国電機製作所
兵庫県たつの市新

宮町平野60番地
870,800 － 870,800 4.71

計 － 870,800 － 870,800 4.71

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,305,732 15,527,797

受取手形、売掛金及び契約資産 8,468,011 9,153,836

電子記録債権 1,888,560 1,524,849

製品 2,352,242 2,748,297

仕掛品 2,096,141 2,658,380

原材料及び貯蔵品 2,089,733 2,110,393

その他 830,715 666,371

貸倒引当金 △752,050 △846,511

流動資産合計 31,279,087 33,543,414

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,116,611 4,035,718

その他（純額） 4,542,077 4,786,510

有形固定資産合計 8,658,688 8,822,229

無形固定資産   

その他 134,427 110,501

無形固定資産合計 134,427 110,501

投資その他の資産 ※２ 1,968,118 ※２ 1,773,136

固定資産合計 10,761,235 10,705,867

資産合計 42,040,322 44,249,282

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,860,692 2,164,574

電子記録債務 647,310 458,078

未払法人税等 680,138 750,117

製品保証引当金 50,769 64,394

賞与引当金 555,323 558,892

関係会社整理損失引当金 23,090 337,671

その他 3,845,452 3,961,173

流動負債合計 7,662,777 8,294,901

固定負債   

退職給付に係る負債 543,253 574,447

その他 1,368,069 1,116,703

固定負債合計 1,911,322 1,691,150

負債合計 9,574,100 9,986,052

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,143,675 3,143,675

資本剰余金 2,931,466 2,933,466

利益剰余金 24,504,193 25,118,461

自己株式 △1,914,845 △1,901,400

株主資本合計 28,664,488 29,294,203

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 660,975 586,671

為替換算調整勘定 2,487,999 3,770,183

退職給付に係る調整累計額 37,264 37,663

その他の包括利益累計額合計 3,186,239 4,394,518

非支配株主持分 615,494 574,509

純資産合計 32,466,222 34,263,230

負債純資産合計 42,040,322 44,249,282
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 14,306,580 14,383,987

売上原価 8,272,654 7,986,567

売上総利益 6,033,926 6,397,419

販売費及び一般管理費 ※ 3,434,272 ※ 3,687,362

営業利益 2,599,653 2,710,057

営業外収益   

受取利息 73,668 70,039

受取配当金 13,821 16,225

受取賃貸料 15,186 14,594

為替差益 270,869 －

その他 47,402 74,284

営業外収益合計 420,948 175,144

営業外費用   

支払利息 16,315 12,090

為替差損 － 114,868

その他 8,104 5,980

営業外費用合計 24,420 132,939

経常利益 2,996,181 2,752,262

特別利益   

投資有価証券売却益 － 27,116

特別利益合計 － 27,116

特別損失   

関係会社整理損 － 404,183

特別損失合計 － 404,183

税金等調整前中間純利益 2,996,181 2,375,194

法人税等 857,372 862,339

中間純利益 2,138,808 1,512,855

非支配株主に帰属する中間純利益 63,939 88,841

親会社株主に帰属する中間純利益 2,074,869 1,424,013
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 2,138,808 1,512,855

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 109,603 △74,304

為替換算調整勘定 795,801 1,244,458

退職給付に係る調整額 3,352 399

その他の包括利益合計 908,757 1,170,553

中間包括利益 3,047,566 2,683,408

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,937,203 2,632,255

非支配株主に係る中間包括利益 110,362 51,152
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 2,996,181 2,375,194

関係会社整理損 － 314,683

減価償却費 510,233 474,556

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18,715 19,376

退職給付に係る資産又は負債の増減額 42,356 34,077

受取利息及び受取配当金 △87,489 △86,264

支払利息 16,315 12,090

為替差損益（△は益） △94,123 39,062

投資有価証券売却損益（△は益） － △27,116

売上債権の増減額（△は増加） △858,384 195,252

棚卸資産の増減額（△は増加） △289,566 △541,016

その他の流動資産の増減額（△は増加） △156,821 223,057

仕入債務の増減額（△は減少） 179,386 △33,673

未払消費税等の増減額（△は減少） 35,218 △19,743

その他の流動負債の増減額（△は減少） △247,300 △103,095

その他 △102,997 △124,189

小計 1,961,724 2,752,251

利息及び配当金の受取額 87,193 88,220

利息の支払額 △16,315 △12,090

法人税等の支払額 △1,177,347 △844,998

営業活動によるキャッシュ・フロー 855,255 1,983,382

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △17,848 △745,289

定期預金の払戻による収入 － 1,050,978

有形固定資産の取得による支出 △209,650 △480,691

有形固定資産の売却による収入 1,025 1,475

無形固定資産の取得による支出 △48,799 △20,147

投資有価証券の取得による支出 △1,569 △1,617

投資有価証券の売却による収入 － 51,384

貸付けによる支出 △1,325 △3,024

貸付金の回収による収入 1,664 1,952

投資活動によるキャッシュ・フロー △276,504 △144,978

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △64 △91

長期借入金の返済による支出 － △89,670

リース債務の返済による支出 △131,545 △133,106

配当金の支払額 △1,050,881 △809,744

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,182,491 △1,032,613

現金及び現金同等物に係る換算差額 558,187 467,240

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △45,553 1,273,031

現金及び現金同等物の期首残高 14,903,351 10,834,410

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 14,857,798 ※ 12,107,442
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おります。これによる中間連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の中間

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。これによる前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会

計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（中間連結貸借対照表関係）

 １　電子記録債権譲渡高

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

電子記録債権譲渡高 1,093,711千円 985,323千円

 

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

投資その他の資産 27,500千円 27,500千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

製品保証引当金繰入額 6,912千円 7,340千円

貸倒引当金繰入額 13,315 15,757

役員報酬及び従業員給与賞与 1,359,669 1,434,000

賞与引当金繰入額 158,148 161,109

退職給付費用 33,406 21,907

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 16,206,008千円 15,527,797千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,348,210 △3,420,355

現金及び現金同等物 14,857,798 12,107,442
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,050,881 58.0 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月10日

取締役会
普通株式 834,745 46.0 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2023年２月24日開催の取締役会決議に基づき、2023年６月１日付で従業員持株会向け譲渡制限付株式

インセンティブとして自己株式21,000株の処分を行いました。また、2023年６月28日開催の取締役会決議に基づ

き、2023年７月27日付で譲渡制限付き株式報酬として自己株式7,100株の処分を行いました。この結果、単元未

満株式の買取りによる取得も含め、当中間連結会計期間において資本剰余金が25,301千円増加、自己株式が

47,540千円減少し、当中間連結会計期間末において資本剰余金が2,956,767千円、自己株式が1,428,715千円と

なっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 809,744 46.0 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月11日

取締役会
普通株式 721,975 41.0 2024年９月30日 2024年12月３日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2024年６月26日開催の取締役会決議に基づき、2024年７月24日付で譲渡制限付株式報酬として自己株

式6,200株の処分を行いました。この結果、単元未満株式の買取りによる取得も含め、当中間連結会計期間にお

いて資本剰余金が2,000千円増加、自己株式が13,444千円減少し、当中間連結会計期間末において資本剰余金が

2,933,466千円、自己株式が1,901,400千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
 ポンプ事業 電子部品事業 計

売上高      

日本 4,134,909 842,281 4,977,191 147,892 5,125,084

欧米 3,064,946 － 3,064,946 － 3,064,946

アジア 6,116,549 － 6,116,549 － 6,116,549

顧客との契約から生じる収益 13,316,405 842,281 14,158,687 147,892 14,306,580

外部顧客への売上高 13,316,405 842,281 14,158,687 147,892 14,306,580

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 13,316,405 842,281 14,158,687 147,892 14,306,580

セグメント利益 2,564,783 18,195 2,582,979 16,674 2,599,653

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、特殊機器を含んでおります。

２.売上高は当社及び連結子会社の所在する国又は地域に分類しております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,582,979

「その他」の区分の利益 16,674

中間連結損益計算書の営業利益 2,599,653
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
 ポンプ事業 電子部品事業 計

売上高      

日本 4,205,914 767,223 4,973,138 112,874 5,086,012

欧米 3,599,621 － 3,599,621 － 3,599,621

アジア 5,698,353 － 5,698,353 － 5,698,353

顧客との契約から生じる収益 13,503,889 767,223 14,271,112 112,874 14,383,987

外部顧客への売上高 13,503,889 767,223 14,271,112 112,874 14,383,987

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 13,503,889 767,223 14,271,112 112,874 14,383,987

セグメント利益 2,642,799 60,062 2,702,861 7,196 2,710,057

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、特殊機器を含んでおります。

２.売上高は当社及び連結子会社の所在する国又は地域に分類しております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,702,861

「その他」の区分の利益 7,196

中間連結損益計算書の営業利益 2,710,057
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 114円41銭 80円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 2,074,869 1,424,013

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
2,074,869 1,424,013

普通株式の期中平均株式数（株） 18,135,161 17,605,353

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

2024年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当による配当金の総額……………………721百万円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………41円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月３日

(注) 2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

株式会社帝国電機製作所(E01761)

半期報告書

19/22



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2024年11月8日
 

株式会社帝国電機製作所
 

取締役会　御中  

  
 

有限責任監査法人トーマツ  

神戸事務所  

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　宏和

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川合　直樹

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社帝国電機

製作所の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社帝国電機製作所及び連結子会社の2024年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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